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どに対応して改定が行われてきた。現行の JASS5（第 15 版，2018 年 7 月改定）が刊行される




表 1.2.1 に JASS5 および寒中指針の変遷を示す。JASS5 においては，1953 年（初版）から寒
冷期（打込み後 4 週までに月平均気温約 2～10℃の月を含む期間をいう）と極寒期（打込み後
4 週までに月平均気温約 2℃以下の月を含む期間をいう）とに区分して，使用材料や初期養生な
どに関する規定を設けてきた 6）。 
1965 年における JASS5 大改定では，極寒期を「11 節寒中コンクリート」に規定することと
し，「寒中コンクリートとは，コンクリート打込み後 4 週までの期間の平均予想気温が約 3℃以
下の場合に施工するコンクリート」と定められた。強度上の水セメント比 65％のコンクリート
が標準養生 28 日に対して 25％の強度低下を生じるような積算温度が 370°D･D（平均温度 3.2℃）
であることから，これを規準値として定めたと解説されている 7）。 
一方，当時における寒中コンクリートは，日本の土木学会では 4℃，ACI（American Concrete 
Institute）では 4.5℃（50°F），RILEM（International Union of Laboratories and Experts in Construction 
Materials, Systems and Structures）の寒中コンクリート施工指針では 5℃以下として扱われてお
り，洪悦郎（11 節解説執筆委員）は世界的に共通な規定を踏まえ，積算温度 420°D･D（平均温













改定前の JASS5（第 4 版）と比較すると，寒中コンクリートの期間や計画調合などに関する
内容については踏襲されたが，鬼頭 10）11）12），長島 13）らによって加熱保温養生および断熱保温
養生などに関連する内容が整備された。 
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1998 年に改定された寒中指針（第 4 版）15）は，1997 年の JASS5 大改定に対応させたもので
ある。この改定で JASS5（第 11 版）16）には耐久設計基準強度，品質基準強度およびΔＦの概
念が導入され，従来の調合計画手法をそのまま適用すると過剰な強度補正を招くことが想定さ
れた。そのため，調合計画を全面的に改定し，品質基準強度と設計基準強度との強度差，およ
び打込みから材齢 28 日までの期間の平均温度をもとに，設計基準強度を材齢 28 日で得るため
の強度補正値が規定された。また，その強度補正値に対応して，打込みから材齢 91 日までに品
質基準強度を確保するための積算温度が示された。 
2009 年の JASS5 の大改定では，旧版の平均予想気温による強度補正値（T 値），ΔＦが削除
され，新たに構造体強度補正値（S 値）が導入された。これは，標準養生供試体の強度と構造体
コンクリート強度との差として定義された 17）。 
2010 年には，JASS5（第 13 版）に整合させるとともに，前回の寒中指針改定後に日本建築学
会北海道支部に設置された「コンクリートの調合設計研究委員会」や「寒中コンクリート施工




寒中コンクリート工事の適用期間に関しては，1965 年から「コンクリート打込み後 4 週まで
の期間の積算温度が 370°D･D（平均温度約 3.2℃）以下の期間」と定義され，2009 年の JASS5





気温が 4℃以下の期間とし，また強度増進対策が必要な期間をコンクリートの打込み後 91 日ま







表 1.2.1  JASS5 および寒中指針の変遷 
年 JASS5 寒中 
指針 主な内容 
1953 初 版  
・「8 節 寒冷期および極寒期のコンクリート施工」（洪悦郎ら） 
・寒冷期：打込み後 4 週までに月平均気温約 2～10℃の月を含む期間 
・極寒期：打込み後 4 週までに月平均気温約 2℃以下の月を含む期間 
1957 第 2 版 
【大改定】  
・コンクリートの調合部分の改定 
1965 第 3 版 
【大改定】  
・極寒期を「11 節 寒中コンクリート」に規定する（洪悦郎） 




1969 第 4 版  ・JIS A 5308（1968）改定への対応 
1975  第 5 版 【大改定】  
・コンクリートの品質・材料・施工方法の級の設定 
・契約書の一部とする趣旨から簡素明瞭な記述 
1978  初 版 ・初期凍害を防止するための初期養生と施工管理に対する標準的な施工指針
（洪悦郎，長島弘，鬼頭弘一ら） 
1979 第 6 版  ・JIS A 5308（1978）改定への対応 
・呼び強度の用語定義 
1981  第 2 版 ・規定内容の変更なし 
1984 第 7 版  ・化学混和剤の JIS 規格の採用 
1986 第 8 版 
【大改定】  
・品質と耐久性の向上を主目的とする改定（スランプや単位水量の制限など）
・強度管理材齢 28～91 日とする調合計画 
1989  第 3 版 ・レディーミクストコンクリートの使用を標準とする対応 
（洪悦郎，長島弘，鎌田英治，林直樹ら） 
1991 第 9 版  ・建築指導課長通達「アルカリ骨材反応抑制対策に関する指針について」 
・国際単位系（SI）への移行 
1993 第 10 版  ・JIS A 5308（1993）改定への対応 
・高性能 AE 減水剤に関する規定の追加 
1997  第 11 版 【大改定】  
・耐久設計基準強度，品質基準強度，ΔF の導入 
・高強度コンクリートの強度範囲の拡大 
・凍結融解作用を受けるコンクリートの耐凍害性能の 3 区分 




2003 第 12 版  ・高強度コンクリートに関する規定の見直し 









2015 第 14 版  ・コンクリート関連の JIS および関連指針類の改定対応 
2018 第 15 版  
・JIS A 5308（2014）改定対応 
・温度履歴によるせき板の取外し（建設省告示第 110 号）改正対応 
・標準養生供試体を用いた圧縮強度試験（建設省告示第 1102 号）改正対応 










イギリスでは 1949 年に Magazine of Concrete Research が発行され，蒸気養生における積算温
度の検討を行った R.W.Nurse によって式（1.1）が提案された 19）。 
これに関して，A.G.A.Saul が蒸気養生に対する積算温度を Maturity と名付けて，その適用性
を 1951 年に発表した 20）。 
その後，Saul の考えに基づいて，Sven G.Bergstrom が積算温度関数として（θ+10）を用いて
強度値を整理することの有用性を 1953 年に示した（式（1.2））21）。 
一方，日本においては，洪悦郎が 1950 年からコンクリートの初期養生の効果などについて時
間温度相乗積（時間-温度面積効果）を用いて整理する方針で研究を進めていた。1957 年に上記
の Saul や Bergstrom の論文を入手し，その手法に基づいて現行 JASS5 に適用されている積算温
度方式として発展させた 3）。 
1956 年には A.Nykanen らによって式（1.3）が提案され 22），この方法は 1962 年に発刊された
RILEM の寒中コンクリート施工指針に採用された。 
R.W.Nurse 
 M = ∑ θ∙∆t  （1.1） 
Sven G.Bergstrom ，A.G.A.Saul, 
 M = ∑ሺθ +10ሻ ∆t  （1.2） 
A.Nykanen 
 M = ∑ሺθ +10ሻ ∆t （θ ≧ 0℃） （1.3） 










ト比によらず 0.2 に固定しても実用上十分な精度で強度が推定できることを示した 23）24）。 
 6 
須藤らの研究成果 25）を受け，谷口 26）らは凍結による水の化学ポテンシャルの低下を考慮し
た積算温度式を提案した（式（1.5））。現行の寒中指針（第 5 版，2010 年）資料 3 では，この氷
点下温度域の積算温度式に基づく強度管理段階での利用方法が示されており，1 日の温度変動
を直線近似によって考慮する方法も提案されている。 








材齢（Equivalent age）と呼ばれ，CEP-FIP Model Code 199028）に適用されている。 
養生温度が水和反応速度に影響を及ぼす度合いを Arrhenius 式によって重み付けしているた
め，等価材齢では温度による影響を積算温度に比べて大きく評価する。温度 20℃を基準とした
場合の積算温度と等価材齢の関係を図 1.2.1 に示す。 











  T ≦ 20℃の時 
E = 33.5 + 1.47 (20-T） 
  T ≧ 20℃の時 
E = 33.5 
R：気体定数（8.314J/mol･K） 
 

































F = A logM + B  （1.7） 
ここに，F：コンクリートの圧縮強度（N/mm2），A，B：定数である。 
Carino ら 30）は，次式の双曲線関数によってコンクリートの強度発現を表した。 
   F = Fu  k ሺt - t0ሻ1 + k ሺt - t0ሻ 
 ここに，F：材齢 t 日におけるコンクリートの圧縮強度（N/mm2），Fu：コンクリートの終局強
度（N/mm2），t0：強度増進が始まるときの材齢（日），k：定数である。 
初期の研究では 2 種類の対数曲線によって強度増進曲線を近似していたが，洪ら 31）は強度
増進の全過程を次式のようなロジスティック曲線によって近似できることを明らかにした。 






  F = F∞ exp ቀ -a൫１ M ⁄ ൯b ቁ 
 ここに，F：コンクリートの圧縮強度（N/mm2），F∞：最終到達強度（N/mm2），M：積算温度
（°D･D），a，b：定数である。 






現行の寒中指針（第 5 版，2010 年）5）における調合計画の技術的な根拠とされている。 
一方，式（1.11），式（1.12）に示すように，CEP-FIP Model Code 199028）に採用されている強












ቋ቉   
  tT = ෍∆ti exp ൤13.65  -  
4000
273 +  Tሺ∆tiሻ  T0⁄ ൨   




（案）・同解説」36）において適用されている。ただし，CEP-FIP Model Code に示されている「セ
メント種類に応じた係数」が日本のセメントに適合しないことから，国内の強度データに基づ
いて係数の修正が行われている。 
また，2016 年に改正された建設省告示第 110 号では，せき板の取り外しに関する基準として
従来からの圧縮強度試験による方法などに加えて，有効材齢を用いた強度推定方法が追加され
た。表 1.2.2 には，告示・規準類におけるセメント種類に応じた係数を示す。 
 
表 1.2.2 セメント種類に応じた係数 s 






第 110 号 
普通・早強系 0.38  普通ポルトランドセメント 0.31 0.31 
早強高強度系 0.2  早強ポルトランドセメント 0.21 0.21 
低発熱系 0.25  中庸熱ポルトランドセメント 0.60 0.60 
 
 低熱ポルトランドセメント 1.06 1.06 
 高炉セメント 0.54（B 種） 0.54（B，C 種） 


















































第 4 章では，第 2 章で示された加熱養生における計画と実績との温度差異に関して，その要
因を明らかにするため，現行の寒中指針における加熱養生時の熱量計算法を検証した。特に換
気回数を決定するための基準換気回数と補正係数は，寒中指針第 1 版（1978 年）から現行の第






第 5 章では，第 2 章で示された寒中コンクリート工事の実施状況に関する地域差を把握する
ため，気象庁の地域気象観測システムにおいて気温を観測する 891 地点の日別平年値（統計期
間 1981～2010 年）を用いて，寒中コンクリート工事に影響する気候特性を整理した。 
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ート工業組合連合会会員）および施工者 293 事業所（日本建設業連合会会員企業 200 事業所、












門）および施工者（作業所）に対する回答数は，それぞれ 349 件（回答率 43％），42 件（回答
















本社所在地 - △ △ 
企業規模（従業員数） - 〇 〇 
所属組織（工場）の所在地 △ △ △ 
工事の発注者区分（民間、民間以外） - - 〇 
2017 年度の寒中コンクリート工事の適用物件数（計 300m3 以上） 〇 〇 - 
寒中コンクリート工事の予定数量 - - 〇 
回答者の寒中コンクリートの施工経験 - 〇 〇 
回答者の寒中コンクリートの理解度 〇 〇 〇 
調合計画 
回答者の所属組織で調合計画を算定する頻度 〇 〇 - 
調合計画算定の実施者 - - 〇 
回答「頻度なし」以外：調合計画時に主に適用する図書 〇 〇 〇 
回答「頻度なし」以外：調合計画方法の利用頻度（採用した方法） 〇 〇 〇 
回答「頻度なし」以外：最も多く採用する調合計画方法 〇 〇 〇 
回答「頻度なし」以外：最も多く採用する調合計画方法の選定理由 ◎ ◎ ◎ 
養生計画 
回答者の所属組織で加熱養生を算定する頻度 - 〇 - 
加熱養生算定の実施者 - - 〇 
回答「頻度なし」以外：加熱養生時に、寒中指針を利用する頻度 - 〇 〇 
養 生・ 
品質管理 
温度測定の実施有無 - - 〇 
回答「温度測定あり」：温度測定機器の種類 - - ◎ 
回答「温度測定あり」：温度測定位置 - - ◎ 
回答「温度測定あり」：加熱養生時の計画温度と実績温度の差異 - 〇 〇 
現場養生供試体の目的 - - ◎ 
寒中適用時期における供試体の工場保管の頻度 〇 - - 
現場養生供試体の養生種別 - - ◎ 
現場養生供試体の保管場所 - - ◎ 
強度推定 
強度確保確認の実施有無 - - 〇 
強度推定を行う頻度 〇 〇 - 
回答「強度推定あり」：推定方法の利用頻度（採用した方法） 〇 〇 〇 
氷点下温度域の積算温度の評価方法 ◎ ◎ ◎ 
寒中指針 
寒中指針の利用度 〇 〇 〇 
回答「利用なし」以外：指針に対する評価 〇 〇 〇 
回答「利用なし」以外：指針に関する問題点・要望 △ △ △ 
新技術 
など 
耐寒促進剤の利用度 〇 〇 〇 
施工時の初期凍害の発生有無，判定・処置などに関する支援有無 〇 〇 〇 
回答「あり」：判定方法や処置の概要 △ △ △ 
高強度コンクリート，中庸熱セメント使用の施工（製造）実績 ◎ ◎ ◎ 
回答「実績あり」：調合計画や強度管理などの問題点など △ △ △ 
温度履歴によるせき板の除去方法（告示第 110 号） 〇 〇 〇 
回答「告示既知」：告示第 110 号の適用有無 〇 〇 〇 
寒中コンクリート工事に関連する新しい技術の採用有無 〇 〇 〇 
回答「採用あり」：採用した技術の概要 △ △ △ 
寒中コンクリート用計算ソフトの利用経験の有無 〇 〇 〇 
回答「利用あり」：ソフトの種類 ◎ ◎ ◎ 
 
表 2.2.1 回答者別の調査項⽬および回答形式 
〇：単一回答，◎：複数回答，△：記入回答
表 2.2.2 アンケート調査の対象数と回答数 
 









































































製造者 84 17 11 21 16 37 13 5 8 13 25 2 0 0 28 6 16 19 16 5 5 2 349 806 43％
施工者 
（管理部門） 18 0 0 1 0 7 0 - - - 1 1 0 4 6 1 2 1 - - - 0 42 293 14％
施工者 














以下」（28％），「101～300 人以下」（18％）であり，これらを合わせると約 90％を占める。 
図 2.3.3 に，製造者と施工者（管理部門）回答による，所属組織における寒中コンクリート工




















































































■30 人以下 ■31～100 人以下 ■101～300 人以下 





























図 2.3.3 寒中コンクリート⼯事の適⽤物件数 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■物件なし ■1～3 件 ■4～6 件 ■7～9 件 ■10 件以上
■よく理解している ■おおむね理解している ■普通
■少し理解している ■理解していない 

















































































































































図 2.3.5 調合計画計算の頻度（製造者・管理部⾨回答） 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■非常に多い ■多い ■どちらともいえない 
■少ない ■非常に少ない ■なし 





































































































図 2.3.7 は，製造者回答における 6 種類の調合計画方法の利用度を地域別に示したものであ











































図 2.3.7 調合計画⽅法の利⽤度（製造者回答） 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■非常に多い ■多い ■どちらともいえない 
■少ない ■非常に少ない ■なし 

























































































































































































調合計画方法（図 2.3.7，図 2.3.8 共通） 
方法 1）：JASS5 による方法（材齢 28 日までの予想平均気温によって構造体強度補正値を定める）【JASS5 表 5.1】 
方法 2）：積算温度による方法（積算温度をもとに構造体強度補正値を定める）【寒中指針 表 4.2，4.3，JASS5 解説表 12.2，12.3】
方法 3）：標準曲線（安全側）を利用する方法【寒中指針 資料 3】 













































































































































図 2.3.9 調合計画の適⽤図書（全回答） 
（数字：回答数）



































図 2.3.11 強度推定⽅法の利⽤度（製造者回答） 
（数字：回答数）
■非常に多い ■多い ■どちらともいえない ■少ない ■非常に少ない ■なし
強度推定方法 
方法 1）：積算温度の実績値と計画値を比較する方法 
方法 2）：標準曲線（安全側）を利用する方法【寒中指針 資料 3】 


































































図 2.3.10 強度推定の実施頻度（製造者・管理部⾨回答） 


























































































































































































𝑀 ൌ ∑ሺ𝜃 ൅ 10ሻ  （θ：平均温度） 
■低減する算定方法  











図 2.3.13 熱量計算の実施者（作業所回答） 














































































































■施工者（作業所） ■施工者（管理部門） ■製造者 
■その他 ■該当計算なし 
図 2.3.14 寒中指針の熱量計算の利⽤度（施⼯者回答）
■電子式温度計 ■アナログ式温度計 ■アナログ式自記温度計 
■その他 
■上屋内部 ■外部 ■壁 ■柱 ■梁 ■床 ■その他 
■10℃以上高い ■5～10℃位高い ■ほぼ同じ 
■5～10℃位低い ■10℃以上低い ■わからない
図 2.3.15 温度計測機器（複数選択，作業所回答） 























































































図 2.3.17 加熱養⽣時の温度差（施⼯者回答） 
■施工階 ■施工階以外の建物内部 ■建物外部（敷地内） 
■建物外部（敷地外） ■その他 
■封かん ■水中 ■気中 ■温度追従■簡易断熱
■その他 
■初期養生打切り ■継続養生打切り ■せき板取外し 
■支保工除去 ■構造体強度 ■予備用 ■その他 
図 2.3.20 現場供試体の保管場所（複数選択，作業所回答）































図 2.3.21 寒中指針の利⽤度（全回答） 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■非常に多い ■多い ■どちらともいえない 
■少ない ■非常に少ない ■なし 















































































































































る 1981 年から 2010 年までの気象統計値に基づく適用日数，日最低気温，適用条件別の期間お




下のみに該当する場合には，材齢 28 日までの予想平均気温から構造体強度補正値（3 または











図 2.3.23 製造または施⼯実績の有無（全回答） 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■中庸熱のみ ■高強度のみ ■両方実績あり■両方実績なし 


































































■非常に多い ■多い ■どちらともいえない 
■少ない ■非常に少ない ■なし 
（数字：回答数）























































10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 
北海道 
旭 川 182 -13.5 
 
 
                    
                     
                     
札 幌 161 -7.5 
                     
                     
                     
函 館 141 -6.8 
                     
                     
                     
東 北 
青 森 131 -4.5 
                     
                     
                     
盛 岡 131 -6.2 
                     
                     
                     
仙 台 90 -2.2 
                     
                     
                     
関 東 
水 戸 62 -2.5 
                     
                     
                     
前 橋 51 -1.2 
                     
                     
                     
中 部 
長 野 110 -4.8 
                     
                     
                     
甲 府 52 -2.6 
                     
                     
                     
北 陸 
新 潟 80 -0.4 
                     
                     
                     
福 井 59 -0.3 
                     
                     
                     
近 畿 
彦 根 51 0.2 
                     
                     
                     
奈 良 31 -0.7 
                     
                     
                     
 ：寒中コンクリート工事の適用条件①：日平均気温が 4℃以下の期間
：寒中コンクリート工事の適用条件②：材齢 91 日までの積算温度が 840°D･D 未満の期間 
：材齢 28 日までの平均気温が 0℃未満の期間 
表 2.4.1 代表的な全国気象官署の地点における適⽤期間と温度条件 



























































2）日本建築学会：建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コンクリート工事，2015.7 
3）長谷川拓哉，濱幸雄，長谷川壽夫，桂修，谷口円，深瀬孝之：気温の平年値の変化が寒中コ
ンクリート工事の適用期間・積算温度に及ぼす影響，日本建築学会技術報告集，第 18 巻，
第 38 号，pp.25-29，2012.2 
4）深瀬孝之，濱幸雄，長谷川拓哉，谷口円，他 15 名：寒中コンクリートに関するアンケート
調査結果 寒中コンクリート施工調査研究委員会報告，日本建築学会北海道支部研究報告集，
第 80 巻，pp.359-362，2007.7 
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2016 年 3 月に，建築基準法施行令第 76 条「型わく及び支柱の除去」の技術的基準となる「建




































① JIS A 5308 に適合するコンクリートにあっては，発注した呼び強度の強
度値 



































表 3.2.1 セメントの種類による係数 s 
セメントの種類 s セメントの種類 s 
普通ポルトランドセメント 0.31 低熱ポルトランドセメント 1.06 
早強ポルトランドセメント 0.21 高炉セメント B 種，C 種 0.54 






















20F28：標準水中養生を行った材齢 28 日における圧縮強度（N/mm2） 




a1，a2，b1，b2，Cf，CM：セメントの種類による係数（表 3.2.2 による） 







 bcMaFF   exp
，228201 aFaa 
228201 bFbb 
  201)exp( 2428202820  TCMa
FF fb







セメントの種類 a1 a2 b1 b2 CM Cf 
普通ポルトランドセメント 526.9 -37.8 13.34 -1.06 0.680 -0.0005 
早強ポルトランドセメント -439.0 1.1 -5.14 -0.46 0.975 -0.0027 
高炉セメント B 種 -405.6 -3.6 -1.67 -0.44 1.355 0.0075 
フライアッシュセメント B 種 97.4 -16.0 6.68 -0.72 1.376 0.00028 
 32 
 図 3.2.1 各種セメントに関する有効材齢⽅式と積算温度⽅式による強度推定値の⽐較 





















































































































































































































































































具体的には，有効材齢方式では高炉セメント B 種および C 種相当（普通ポルトランドセメン
トに高炉スラグ微粉末 4000 を混合率 45％，70％として混合する），およびフライアッシュセメ
ント B 種および C 種相当（普通ポルトランドセメントにフライアッシュⅡ種を混合率 20％，
30％として混合する）を対象としているのに対して，積算温度方式では市中数社の高炉セメン




図 3.2.2 有効材齢⽅式と積算温度⽅式での 5N/mm2 が得られる⽇数差 
■：普通ポルトランドセメント 
■：早強ポルトランドセメント 
■：フライアッシュセメント B 種 


























































同様に，図 3.3.1（b）にフライアッシュセメント B 種に関する両方式の実測値と推定値の関
係を示す。フライアッシュセメント B 種では，普通ポルトランドセメントと比較して実測値と
推定値との相関性は高いが，両方式の差異が顕著に示される。両方式の直線回帰式で比較する
と，有効材齢方式による推定値は積算温度方式に比べ 8N/mm2 程度下回ることが確認できる。 
その要因として，有効材齢方式ではフライアッシュセメント B 種よりも混合比率が高い C 種
を含めて同一の強度推定式を与えているため，B 種のみを対象とする場合に比べて強度推定値
を小さく評価する可能性がある。また，フライアッシュセメント B 種に関しては，既往研究 6）
では式（3.1）中の（te - 0.5）に含まれる補正項 0.5 を 0 と定めており，この相違が若材齢の推
定値に影響を及ぼしているものと考えられる。 
表 3.3.1 実績データの概要 




普通ポルトランドセメント 157 24～42 15,18 1～4 





表 3.3.2 フライアッシュの品質（2016 年 4 ⽉〜10 ⽉，メーカー成績表） 
項 目 平均 最小 最大 参考文献 5） 
二酸化けい素（％） 64.5 63.3 66.8 54.0～59.6 
強熱減量（％） 1.9 1.6 2.3 1.5～2.1 
密度（g/cm3） 2.30 2.28 2.31 2.31～2.33 
比表面積（cm2/g） 4037 3940 4100 4220～4440 
フロー値比（％） 107 105 109 110～111 
活性度指数（％） 
材齢 28 日 90 86 96 84～87 
材齢 91 日 103 97 109 100～106 
 
図 3.3.1 圧縮強度の実測値と推定値との関係 
（a）普通ポルトランドセメント 
（b）フライアッシュセメント B 種 
y = 0.73 x + 1.39 
R² = 0.69 
y = 0.54 x + 3.28 





















y = 0.64 x + 3.84 
R² = 0.80 
y = 0.45 x - 1.34 






























て少ない。したがって，強度推定手法の強度域については，5 N/mm2 から 15N/mm2 の範囲が重
要であると考えられる。 
既往研究 8）における実験概要を表 3.4.2 に示す。また，図 3.4.1 には材齢と実測強度の関係を
示すとともに，有効材齢方式および積算温度方式による推定値を併記する。ここで，普通ポル
トランドセメントとフライアッシュセメント B 種相当（フライアッシュⅡ種，混合率 15％，密
度 2.33cm3/g，二酸化けい素 60.8％，比表面積 3740 cm2/g，28 日活性度 92％，91 日活性度 108％）
を用いた調合の水セメント比は，それぞれの呼び強度を同一にするため，変動係数を 10％とし
て調合強度を定め，材齢 28 日に調合強度が発現するように設定されている。 
図 3.4.1 に示されるように，普通ポルトランドセメントの圧縮強度 5N/mm2 から 15N/mm2 の
範囲において，推定値が実測値をわずかに超過するものが一部存在するものの，有効材齢方式
および積算温度方式ともに実測値と推定値は概ね一致する。 
フライアッシュセメント B 種の場合，積算温度方式による推定値は圧縮強度 5N/mm2 から




表 3.4.1 基準などにおけるせき板の取り外しに係わる圧縮強度 
建築物の部分 告示第 110 号 JASS 5 
計画供用期間 せき板取外後の湿潤養生 
基礎，梁側，柱 
および壁 5 N/mm2 
短期，標準 あり 5 N/mm
2 
なし 10 N/mm2 
長期，超長期
あり 10 N/mm2 
なし 15 N/mm2 
版下および梁下 設計基準強度の50％ 原則として支保工の取外し後とする 
 
表 3.4.2 既往研究における実験概要 8） 





















図 3.4.1 既往研究における実測値 8）と推定値の関係 





































































































呼び強度 24，養生温度 20℃ 
呼び強度 30，養生温度 5℃ 呼び強度 30，養生温度 20℃ 






















（３） 既往研究との関係において，フライアッシュセメント B 種における有効材齢方式は乖
離するものの，その他のケースに関しては概ね一致する。 
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同解説（第 1 版，1978 年）」3）に，鬼頭ら 4）5）6）の研究成果をもとに養生上屋の熱損出量の算
定方法が取り纏められた。 









写真 4.1.2 養⽣上屋の外観 
 
写真 4.1.3 養⽣上屋の内部（躯体⼯事） 
 







Q1 = ∑ሺKnSnሻ  
Q2 =  0.35NV  
 Q  =  ൫Q1 + Q2൯ሺTi  െ Tmeሻ  
ここに，Q1：養生上屋の伝熱による 1 時間・温度差 1℃あたり熱損失量（W/K） 
Kn：各上屋材料の熱貫流率（W/m2K） 
Sn：各上屋材料の面積（m2） 
Q2：養生上屋の換気による 1 時間・温度差 1℃あたり熱損失量（W/K） 



















Tme= Tsme െ 4  
② 寒波のおそれがなく，平均気温以上となることが予想できる場合 










上屋材料の伝熱による熱損出量を算出する際に用いる，各材料の熱貫流率を表 4.2.1 に示す。 
表 4.2.1 上屋材料の時間当たりの熱貫流率 
上屋材料（部材の表面の状況） 熱貫流率 W/m2hK（kcal/m2h℃） 
合板 12mm +シート 7.0 ( 6.0) 
薄鉄板（トタン板） 14.0 (12.5) 
シート 10.0 ( 8.6) 
ポリカーボネート 8.5 ( 7.5) 
厚手ポリフィルム*1 9.3 ( 8.0) 







なお，Ns および A，B，C，D をそれぞれ図 4.2.1 および表 4.2.2～4.2.6 に示す。 








図 4.2.1 基準換気回数 Ns 
（4.6）
 44 
表 4.2.2 換気回数計算⽤⾵速（1990 年までの資料による） 
 
表 4.2.3 囲い材サイズによる補正係数 A 




3.6 5.4 0.46 1.0 
3.6 4.8 0.49 1.1 
2.7 3.6 0.65 1.4 
1.8 5.4 0.74 1.6 
1.8 5.1 0.75 1.6 
1.8 4.8 0.76 1.7 
1.8 3.6 0.83 1.8 
合 板 0.9 1.8 1.67 3.6 0.6 1.8 2.22 4.8 
[注] ℓ1 およびℓ2 は矩形の短辺及び長辺の長さ（m） 
表 4.2.4 囲い材の継ぎ⽬状態による補正係数 B 
継目の状態 補正係数Ｂ 隙間間隔（cm） 備  考 
良  好 0.3 0～0.5 目張りなどによりほとんど隙間・開口が無い場合 0.5 0.5～1.0 囲い材同士の突き合わせ・緊結が良く隙間開口が無い場合 
普  通 1.0 1.0～2.0 所々に隙間がある場合 
やや不良 1.5 2.0～3.0 緊結がルーズで隙間・開口が多い場合 
不  良 3.0 3.0 以上 大きい隙間・開口が多い場合 





辺長比Ｘ/Ｙ 1.0 2.0 3.0 5.0 7.0 
補正係数Ｃ 1.0 1.2 1.5 1.8 2.1 
[注]ＸおよびＹは矩形の短辺及び長辺の長さ（m） 
表 4.2.6  囲み材の⼀重・⼆重と継⽬の良否状態による補正係数 Ð 
 外囲いの種類 内囲いシートの 
継目状態 補正係数Ｄ 
一重囲い シートまたは合板 ― 1.0 
二重囲い 
シ － ト 
良   好 0.7 
普   通 0.8 
や や 良 好  0.9 
不   良 1.0 
合   板 
良   好 0.6 
普   通 0.7 
や や 良 好  0.8 
不   良 1.0 
地 域 風速（m/s）  地 域 風速（m/s） 地 域 風速（m/s）
北海道 
旭 川 1.8  
東北
宮 古 2.2 
中部
富 山 2.9 
帯 広 2.2  秋 田 5.6 金 沢 2.4 
釧 路 4.0  酒 田 6.0 福 井 2.5 
札 幌 2.4  山 形 1.7 長 野 2.6 
小 樽 3.0  仙 台 3.9 松 本 2.1 
苫小牧 4.6  若 松 2.1 甲 府 1.9 
室 蘭 6.0  
関東
宇都宮 1.9 飯 田 1.6 
函 館 3.0  秩 父 1.3 高 山 1.4 
東北 
青 森 3.4  
中部
新 潟 4.6 近畿 上 野 2.9 
八 戸 4.0  上 越 2.0 中国 津 山 2.0 














の根拠に関しては，文献 8）に寒中指針第 1 版（1978 年）3）における考え方が記載されている。
ここでは，自然対流時の熱貫流率の実験値に対して上屋内側に風が入り込むことを想定し，式
（4.7）によって定めた内外の熱伝達率（表 4.3.1）を用いて，風の程度（無風，有風，強風）に




k は合板やシートなどのように表面が平滑な材料では 1.0 とし，波板鉄板などの凹凸のある材
料に関しては投影面積に対する実表面積の比率とする。 
α = (8.7 or 11.6) + 4.6v （4.7） 
ここに，α：熱伝達率（W/m2K） 
v：風速（m/s） 












表 4.3.1  寒中指針第 1 版における熱伝達率 
記 号 風の程度 熱伝達率（W/m
2K） 
外 側 内 側 
無 風 自然対流の程度 0～0.5 m/s 8～12 8～9 
有 風 月平均風速の程度 4～6 m/s 29～35 9～17 





風速 5m/s，内側風速 1m/s の条件下における対流熱伝達率 αc をユルゲスの式（式（4.9））10）か
らを算出し，放射熱伝達率αr を 5.0 W/m2K と仮定すると，外側と内側の熱伝達率 αo，αi として
それぞれ 30，15W/m2K が得られる（式（4.11））。この値は本検証に適用する熱伝達率と概ね一
致する。 
表 4.3.2 に再計算結果を示す。上屋材料が合板 12mm+シートの場合について、現行指針と計
算結果に差異が生じているが、その他の材料では両者の値はほぼ一致する。 






αc = 5.8 + 3.9v （v ≦ 5m/s） 
αc = 7.1v0.78 （v ＞ 5m/s) 













合板 12mm+シート 0.16 0.2
0.012 
0.0001 1.0 5.4 7.0 
薄鉄板（トタン板） 53 0.0003 1.4 12.9 14.0 
シート 0.2 0.0001 1.0 9.2 10.0 
ポリカーボネート 0.2 0.003 1.0 8.1 8.5 





































∑ Qsm=  0  















1）側面の囲い面には 2 個の集中開口を仮定し，その高さは養生上屋高さの 1/4 と 3/4 の位置
とする。開口面積は各側面におけるシート隙間面積の 1/2 とする。 
2）囲い材は 3.6m×5.4m の工事用シートを基準とする。 




6）風速係数は風上側 0.8，風下側-0.4 とする。 
7）床面積は 100，300，600，1000m2，加熱空間の高さは 5，10，20，30m とする。 
7）気象条件の悪化や加熱器の故障を考慮して，安全率を 1.5 とする。 
これらの仮定条件に基づいて再計算すると，一部の結果において寒中指針と乖離することが












ここで，計算上の仮定条件 7）において設定した安全率 1.5 が養生上屋の全熱損出量に及ぼす影響
を試算する。養生材はシートとし，養生床面積（100，1000m2），高さ（5，20m），風速（3，6m/s），
天井開口（有，無）を組み合わせた条件に対して，伝熱による熱損失量 Q1 と換気による熱損失量 Q2
を求め，全熱損失量 Q（Q1+Q2）に占める換気による熱損失量 Q2 の比率を算出する。 
安全率 1.0 とする場合の比率 Q2/Q は，図 4.3.3 に示すように 0.2～0.6 の範囲に分布する。したが
って，基準換気回数算定に対する安全率 1.5 は，全熱損出量に対して 10～30％程度の割り増しとな















































図 4.3.3 全熱損失量 Q に占める換気による熱損失量 Q2 の⽐率（安全率 1.0） 





















表 4.3.3 換気回数計算⽤⾵速に関する現⾏指針との差異 
地 域 
月平均風速（m/s） 
（統計期間 1981 年～2010 年） 現行指針 
（m/s） 
現行との差
（m/s）10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 最大
北海道 
旭 川 2.9 3.5 3.0 2.6 3.0 3.4 3.4 3.5 1.8 1.7 
帯 広 2.3 2.7 2.7 2.3 2.4 2.8 2.7 2.8 2.2 0.6 
釧 路 5.1 6.1 6.0 5.4 5.4 5.9 5.1 6.1 4.0 2.1 
札 幌 3.4 3.6 3.3 3.5 3.4 3.8 4.5 4.5 2.4 2.1 
小 樽 2.9 3.2 3.6 3.1 3.3 3.1 2.8 3.6 3.0 0.6 
苫小牧 3.3 3.6 3.2 3.1 3.7 3.4 3.6 3.7 4.6 -0.9 
室 蘭 4.7 5.7 6.0 5.8 5.2 4.9 4.5 6.0 6.0 0 
函 館 3.5 4.0 3.9 3.9 3.9 4.2 4.0 4.2 3.0 1.2 
東 北 
青 森 3.4 3.9 4.1 4.0 4.1 4.3 4.2 4.3 3.4 0.9 
八 戸 3.8 4.5 4.8 5.1 5.0 5.1 4.7 5.1 4.0 1.1 
盛 岡 2.5 2.7 2.8 2.7 2.9 3.3 3.5 3.3 3.1 0.2 
宮 古 2.5 2.5 2.4 2.4 2.5 2.6 2.7 2.6 2.2 0.4 
秋 田 3.8 4.6 5.2 5.1 5.1 4.9 4.7 5.2 5.6 -0.4 
酒 田 4.0 4.7 5.5 5.8 5.4 4.9 4.3 5.8 6.0 -0.2 
山 形 1.5 1.5 1.6 1.5 1.6 1.8 2.0 1.8 1.7 0.1 
仙 台 3.2 3.4 3.5 3.7 3.8 3.9 3.7 3.9 3.9 0 
若 松 1.5 1.6 1.9 2.0 2.2 2.3 2.3 2.3 2.1 0.2 
関 東 宇都宮 2.9 2.6 2.6 2.9 3.0 3.2 3.2 3.0 1.9 1.1 
秩 父 1.1 1.1 1.4 1.6 1.7 1.9 1.9 1.9 1.3 0.6 
中 部 
新 潟 2.8 3.3 4.0 4.0 3.9 3.5 3.4 4.0 4.6 -0.6 
上 越 2 2.3 2.6 2.6 2.5 2.4 2.5 2.6 2.0 0.6 
富 山 2.7 3.0 3.1 3.0 3.0 3.2 3.4 3.1 2.9 0.2 
金 沢 3.6 4.3 4.9 4.8 4.6 4.4 4.2 4.8 2.4 2.4 
福 井 2.5 2.6 2.7 2.6 2.8 3.0 3.1 2.8 2.5 0.3 
長 野 2.4 2.1 1.9 2.0 2.2 2.8 3.0 2.8 2.6 0.2 
松 本 1.9 2.2 2.2 2.2 2.2 2.5 2.7 2.5 2.1 0.4 
甲 府 1.7 1.8 2.1 2.4 2.8 2.8 2.7 2.8 1.9 0.9 
飯 田 1.7 1.8 2.0 2.0 2.4 2.6 2.7 2.6 1.6 1.0 
高 山 1.3 1.3 1.2 1.2 1.4 1.6 1.9 1.6 1.4 0 
近 畿 上 野 2.1 2.2 2.6 2.9 2.9 2.8 2.7 2.9 2.9 0 
中 国 津 山 1.4 1.4 1.6 1.7 1.8 1.8 1.8 1.8 2.0 -0.2 




サイズ（短辺ℓ1，長辺ℓ2）から求められる 1/ℓ1+1/ℓ2 に比例する。したがって，補正係数 A は，
囲い材のサイズの基準（3.6×5.4m）に対する 1/ℓ1+1/ℓ2 の比率として定めることができる。 
再計算結果は，表 4.2.3 に示す補正係数 A と整合する。 
（４）囲い材の継ぎ目状態による補正係数 B 
補正係数 A と同様に換気回数は開口面積に比例することから，囲い材の隙間間隔に比例して
補正係数 B が決定される。したがって，表 4.2.4 に示される補正係数 B は適正であることが理
解できる。 
（５）上屋の平面形状による補正係数 C 
現行指針において，上屋の平面形状（辺長比 X/Y：矩形の短辺 Y に対する長辺 X の比）によ




表 4.3.4 に示すように，屋根・天井部が無開口と有開口の場合について，養生上屋の高さ H
（5，10，20，30m）と床面積 A（100，300，600，1000m2）の条件を組み合わせた 16 種類を検
証対象とし，風速 0～9m/s の範囲で 0.5m/s 毎に補正係数を算出した。 
図 4.3.4 に各条件に対する補正係数 C の計算結果を示す。なお，図中の計算種別の記号のう





また，同様の決定方法に基づいて，辺長比 10，20 に対する補正係数 C をそれぞれ 2.4，3.3 程
度に定めることができる。 
表 4.3.4 再計算の対象 
屋根部の開口有無 辺長比 X/Y 加熱空間の高さ H（m） 上屋の床面積 A（m2） 
有開口，無開口 1.0，2.0，3.0，5.0，7.0 10，20 5，10，20，30 100，300，600，1000 







有開口 無開口 有開口 無開口 
1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
2.0 1.2 1.1 1.2 1.3 1.3 
3.0 1.5 1.3 1.4 1.5 1.6 
5.0 1.8 1.5 1.7 1.8 2.0 
7.0 2.1 1.7 1.9 2.1 2.2 
10.0 - 1.9 2.2 2.4 2.6 




2.3 2.2 2.3 2.2 2.3 2.2 2.3 2.2 
2.3 
2.2 2.3 2.2 













































































































































































































































2.2 2.1 2.0 
2.4 
2.1 2.1 2.0 
2.3 
2.0 2.0 1.9 
2.2 





















































































2.6 2.6 2.5 2.3 
2.6 2.6 2.5 2.3 
2.4 2.4 2.4 2.2 























































































3.4 3.3 3.1 3.0 








































































































































































































































































































































1.9 1.8 1.7 
2.1 
1.9 1.8 1.7 
2.0 
1.8 1.8 1.6 
1.9 


















































































1.7 1.5 1.4 1.5 
1.6 1.5 1.4 1.4 
1.5 1.5 1.4 1.4 


















































































図 4.3.4 上屋の平⾯形状による補正係数Ｃの検証結果 




























































































































































養生上屋の天井部が無開口の場合，図 4.3.5（a）に示すように二重囲いの開口状態を 4 個の
直列開口として実効面積 αA を求め，一重囲いの実効面積に対する比として一重または二重囲
いによる補正係数 D を定めることができる 5）6）。天井部が有開口の場合には，図 4.3.5（b）に




















+ ቀ 1α3A3 ൅ α5A5ቁ
2








れぞれの最大値を表 4.3.6 および図 4.3.6 に整理する。なお，側面の隙間に関して，内囲いは継
目状態に応じて 1，2，3，6cm，外囲いは 2cm とする。また，天井部が有開口の場合にはその隙








α1，A1 α2，A2 α3，A3 α4，A4 
図 4.3.5 養⽣上屋の換気経路 
外囲い 内囲い 









表 4.3.6 補正係数 Ð に関する現⾏指針と検証結果 






一重囲い シートまたは合板 ― 1.0 -  
二重囲い
シ － ト 
良   好 0.7 0.45 0.45 
普   通 0.8 0.71 0.71 
や や 良 好  0.9 0.83 0.83 
不   良 1.0 0.95 0.95 
合   板 
良   好 0.6 0.14 0.14 
普   通 0.7 0.27 0.27 
や や 良 好  0.8 0.39 0.39 



































（２） 基準換気回数は，養生床面積が 100m2 以下の場合に検証結果との差が大きくなる傾向を
示す。 
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おける日平均気温 T には日平均気温の平年値を採用し，適用期間は旬単位に定めることとする。 
（1）打込み日を含む旬の日平均気温 T が 4℃以下の期間 
（2）コンクリートの打込み後 91 日までの積算温度 M91 が 840°D･D 未満の期間 
図 5.2.1 にアメダス 891 地点における寒中コンクリート工事の該当条件を示す。「日平均気温
T が 4℃以下」のみに該当する地点は 401 箇所と最も多く，北海道南部から九州内陸部にかけ
て広く分布する。 
「積算温度 M91 が 840°D･D 未満」のみに該当する地点はなく，「日平均気温 T が 4℃以下」





な傾向は北海道 150～200 日，東北地方 90～150 日，中部地方以南で 90 日未満となり，北海道
から南西部に向かって減少する。また，寒中コンクリート工事の適用内外の境界地域では 30 日





図 5.2.1 各観測地点における寒中コンクリート⼯事の該当条件 
【n = 891】          括弧内：地点数 










（1）コンクリートの打込みから 28 日までの期間の予想平均気温によって定める方法 6）（以下，
JASS5 方式という） 
（2）積算温度をもとに定める方法 1）（以下，寒中指針方式という） 
JASS5 方式は通常期における標準的な方法で，材齢 28 日までの予想平均気温とセメントの
種類に応じて，構造体強度補正値を簡便に決定することができる。しかしながら，寒中コンク
リート工事での適用にあたっては，材齢 91 日までの積算温度が 840°D･D 以上，かつ材齢 28 日
までの平均温度が 0℃以上である場合に制限される。一方，寒中指針方式は，材齢 91 日までの
積算温度が 840°D･D 未満の場合にも適用することができ，寒冷の厳しい地域での調合計画に対
応することができる。 
図 5.2.3 は，代表的な観測地点における寒中コンクリート工事の適用期間について，JASS5 方
式の適用可否を示したものである。また，適用期間の日数（P）に占める，JASS5 方式が適用可
能な日数（D）の比率 D/P を分布図として図 5.2.4 に示す。 
北海道において，JASS5 方式が適用できる期間は短く，その日数が適用期間に占める比率 D/P
は 0.25 程度である。東北地方の比率 D/P に関しては，盛岡などの北部内陸で 0.5 以下となる一
方で，秋田や仙台などの沿岸部では概ね 1.0 となる地域が混在する。関東地方以南では，奥日
光や阿蘇山などの標高が高い地点，中央高地などで JASS5 方式が適用できない期間が存在する
ものの，全期間について JASS5 方式が適用可能となる地域（D/P=1.0）が大部分を占める。 
北海道，東北地方の北部内陸および中央高地などのように JASS5 方式が適用できる期間が短
い地域では，必然的に寒中指針方式の利用頻度が高くなることが考えられる。また，それ以外
図 5.2.2 寒中コンクリート⼯事の適⽤期間の⽇数 
【n = 891】  括弧内：地点数 
200 日以上 （11） 
180 日以上 200 日未満 （104） 
150 日以上 180 日未満 （83） 
120 日以上 150 日未満 （124） 
90 日以上 120 日未満 （122） 
60 日以上 90 日未満 （95） 
30 日以上 60 日未満 （77） 




























































































































































































図 5.2.4 適⽤期間 P に占める JASS5 ⽅式の適⽤可能な⽇数 D の⽐（D/P） 
【n = 891】  括弧内：地点数 
1.0 （287） 
0.75 以上 1.0 未満 （21） 
0.5 以上 0.75 未満 （93） 
0.25 以上 0.5 未満 （92） 





























日最低気温が-3℃以下となる日数を図 5.2.3 に併記する。 
 
 
図 5.2.5 ⽇最低気温の年間最⼩値 
【n = 891】  括弧内：地点数 
0℃超 （21） 







図 5.2.6 ⽇最低気温が-3℃以下となる⽇数 
【n = 891】  括弧内：地点数 
150 日以上 （14） 
120 日以上 150 日未満 （121） 
90 日以上 120 日未満 （88） 
60 日以上 90 日未満 （105） 
30 日以上 60 日未満 （60） 
1 日以上 30 日未満 （46） 









辺部では，日最低気温が 0℃を下回らない地域（21 地点）も存在する。 
 
５．２．４ 各地点における積算温度と気温・適⽤⽇数の関係 
各地点における材齢 91 日までの積算温度 M91 の年間最小値に対して，日平均気温，日最低気
温および材齢 28 日までの平均気温 θ の年間最小値，JASS5 方式が適用できる日数の比率 D/P
などの関係を図 5.2.7～5.2.10 に整理する。なお，標高が高く他の地点に比べて気温が極端に異
なる富士山を除外し，890 地点または寒中コンクリート工事が適用される 643 地点を対象とす
る。 





同様に，図 5.2.8 おいて積算温度 M91 の年間最小値と材齢 28 日までの平均気温 θ の年間最小
値との関係にも相関性がみられる。 
積算温度 M91 の年間最小値との関係において，日平均気温の年間最小値の回帰式（図 5.2.7）
と材齢 28 日までの平均気温 θ の年間最小値の回帰式（図 5.2.8）はほぼ一致する。したがって，
各地点における日平均気温の年間最小値と材齢 28 日までの平均気温の年間最小値はほぼ同値
であり，積算温度 M91 の年間最小値が 840°D･D 以上となる場合には，日平均気温および材齢 28
日までの平均気温が概ね-2℃以上であることがわかる。 
図 5.2.9 からは，積算温度 M91 の年間最小値と適用期間の日数は 2 次関数によって近似でき
ることが示される。ただし，適用期間は旬単位で定められるため，その日数には 10 日程度のば
らつきが生じる。 
図 5.2.10 において，積算温度 M91 の年間最小値の増加に伴い，JASS5 方式が適用できる日数
の比率 D/P は増加し，積算温度 M91 の年間最小値が 1000°D･D 程度でその比率は 1.0 に達する。











図 5.2.7 年間最⼩値における M91 と気温の関係 
y = 0.0113x - 11.818
R² = 0.9987



































































































図 5.2.9 M91 の年間最⼩値と適⽤期間の⽇数 
840 
▽ 0.5 
図 5.2.10 M91 の年間最⼩値と⽐率 D/P 
【n = 643】 【n = 643】
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５．３ 気候特性の分類 
表 5.3.1 に示すように，JASS5 方式および寒中指針方式の適用条件を踏まえて 3 タイプに分
類すると，寒中コンクリート工事に影響する気候特性や施工計画に関連する指標を整理するこ
とができる。また，図 5.3.1 には，この分類に基づく気候特性の分布図を示す。 
各タイプの施工計画上の特徴は，次のように考えられる。なお，JASS5 方式が適用できる日















































Ⅰ 287 【840 以上】 1012～1428 
【0℃以上】
0～4.4 10～111    
Ⅱ 114 【840 以上】 843～1010 
【0℃未満】
-2.0～0 111～141    




-11.7～-1.8 121～212    
（適用外） 247 【840 以上】 1384～ 4.2～ 0 - - - 





































【施工者回答 n = 93】 










寒中コンクリート工事の気候特性タイプⅡでは，材齢 91 日までの積算温度が 840°D･D 以上







５．４．１ JASS5 ⽅式の適⽤範囲の拡張 
タイプⅡ（114 地点）の温度域への対応を図るため，JASS5 方式の適用範囲を-2℃までに拡張
する場合について，以下の 2 つの方法によって検証する。 
（1）寒中指針に基づく標準的な方法 
現行の寒中指針では，構造体強度補正値 28S91 を 9N/mm2 とする場合，設計基準強度を得るた
めの積算温度の下限値は 210°D･D とされている（表 5.4.1）。この積算温度は，設計基準強度に
3N/mm2 を加算した強度を得るための必要積算温度として，式（5.1）～（5.5）に基づいて算出
されたものである。 
各地点における，材齢 91 日までの積算温度 M91 の年間最小値と材齢 28 日までの積算温度 M28
の年間最小値との関係を図 5.4.1 に示す。同図からは，タイプⅡにおける積算温度 M28 の最小値
が約 220°D・D であり，設計基準強度を得るための積算温度 210°D･D を満足することが確認で
きる。 
 











18 450 315 210 165 120 105 75 75 60 
21 － 450 300 210 150 120 90 90 75 
24 － － 420 285 210 150 120 105 90 
27 － － － 390 270 195 150 120 105 
30 － － － － 375 255 180 150 120 
33 － － － － － 345 225 195 150 
36 － － － － － － 300 240 180 
*：Fm＝39 は 40 を対象とする 
 
 
M  = ∑  ሺTc + 10ሻt0 ∆t  (5.1) 
𝐹   = F∞ × exp൫a × Mcb൯  (5.2) 
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   F∞ = F20 28exp ቀa × 𝑀2820 bቁ
 × ൫1 െ 0.0005ሺT24 െ 20ሻ൯   
Mc = M + 0.68ሺT24 െ 20ሻ (5.4) 







20F28：標準水中養生を行った材齢 28 日における圧縮強度（N/mm2） 
20M28：標準水中養生を行った材齢 28 日における積算温度（°D・D） 
Mc：コンクリートの温度補正を行った積算温度（°D・D） 






なし）を得るための積算温度として 160°D･D が得られる。 
Tc ≧0  M  = ∑  ሺTc + 10ሻt0 ∆t  (5.6) 
Tc ＜0      M  = ∑ 10 ×t0 expሺെ0.60×ሺെTcሻ0.74ሻ∆t  (5.7) 
M    ᇱ=  ((Tave-Tmin) (Tmax-Tmin)⁄ ) 2⁄ × ൫Tmaxに対する M൯ + 0.5 ×൫Taveに対する M൯＋  




y = 0.320 x - 44.896 























【n = 643】 
M28 式(5.1)適用 
M'28  式(5.6)～(5.8)適用 タイプⅢ タイプⅠⅡ
図 5.4.1 積算温度 M91 と M28，M'28 の年間最⼩値の関係 
223
145




図 5.4.1 において，材齢 28 日までの積算温度（氷点下域の積算温度考慮）M’28 の最小値は
145°D･D となり，必要積算温度 160°D･D を下回る。タイプⅡに属する 114 地点のうち，青森や
十日町などの 33 地点が積算温度 160°D･D を満足できない状況にある。 





その結果，材齢 28 日までの予想平均気温-2℃以上 0℃未満の温度域に構造体強度補正値 9N/mm2
を適用する場合について，材齢 28 日で設計基準強度が確保されることが確認できた。表 5.4.3
に示すように，JASS5 方式の適用範囲を拡張することによって，タイプⅡの全適用期間に対し




表 5.4.2 タイプⅡの代表地点における，材齢 28 ⽇までの積算温度 M28，M'28 の最⼩値と最低気温 
  ：寒中コンクリート適用期間，  ：28 日平均気温が 0℃未満となる期間，  ：M’28 < 160°D･D 
上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
最低温度 4.0 2.1 0.6 -0.8 -2.0 -2.7 -3.6 -4.3 -4.5 -4.4 -3.8 -3.4 -2.9 -2.1 -0.5 -4.5
M 28 420 370 325 295 270 250 240 240 240 255 280 310 340 385 440 240
M’ 28 420 360 305 255 215 175 155 155 160 190 230 275 315 375 440 155
最低温度 3.6 1.5 0.2 -1.2 -2.6 -3.5 -4.5 -5.1 -5.2 -5.2 -4.5 -4.0 -3.4 -2.7 -1.2 -5.2
M 28 415 360 320 285 260 235 225 225 230 250 270 300 330 380 445 225
M’ 28 410 350 295 240 195 155 145 145 150 175 215 265 300 365 440 145
最低温度 3.7 0.6 -0.2 -1.9 -3.3 -5.0 -6.3 -6.7 -6.4 -6.6 -5.4 -4.7 -4.2 -2.8 -1.4 -6.7
M 28 420 365 320 280 250 235 230 230 240 255 285 315 345 395 450 230
M’ 28 410 345 295 235 190 160 150 150 165 200 245 285 320 375 440 150
最低温度 2.3 0.3 -0.6 -1.6 -2.6 -3.6 -4.6 -5.3 -5.4 -5.4 -4.9 -4.3 -3.8 -3.1 -1.8 -5.4
M 28 415 370 335 300 275 255 245 240 245 260 280 305 335 380 435 240
M’ 28 405 350 305 265 225 185 165 165 170 195 230 270 305 355 420 165
最低温度 4.3 2.2 1.0 -0.1 -1.3 -2.2 -3.1 -3.7 -3.9 -3.9 -3.4 -3.0 -2.3 -1.4 -0.2 -3.9
M 28 440 395 355 325 295 270 260 260 265 280 305 340 370 420 480 260
M’ 28 440 390 340 295 255 215 195 195 205 240 270 310 350 410 480 195
最低温度 4.2 2.1 0.9 -0.2 -1.4 -2.6 -3.4 -4.0 -4.1 -4.1 -3.7 -3.2 -2.5 -1.7 -0.4 -4.1
M 28 435 385 350 315 285 265 255 255 260 275 300 330 365 415 475 255
M’ 28 435 380 330 285 240 205 185 185 195 230 265 300 340 405 475 185
最低温度 5.1 2.9 1.5 0.3 -0.9 -2.0 -2.7 -3.4 -3.6 -3.6 -3.5 -3.1 -2.6 -1.7 -0.7 -3.6
M 28 455 405 360 325 295 275 265 265 265 280 295 325 350 390 445 265
M’ 28 455 400 345 300 260 225 205 200 205 235 265 290 320 375 440 200
最低温度 5.2 3.2 1.9 0.6 -0.8 -1.9 -2.8 -3.5 -3.9 -3.9 -3.6 -3.2 -2.4 -1.5 -0.4 -3.9
M 28 470 420 380 340 310 290 275 275 275 290 310 335 365 410 470 275
M’ 28 470 420 365 320 280 250 230 230 230 255 275 305 340 400 470 230
最低温度 1.9 -0.5 -2.2 -3.8 -5.3 -6.6 -7.1 -7.7 -8.2 -8.2 -7.1 -6.0 -4.9 -3.7 -2.2 -8.2
M 28 410 355 315 275 250 230 220 220 230 250 280 320 350 400 460 220
M’ 28 390 325 280 230 185 160 150 150 160 190 235 285 320 380 450 150
最低温度 2.7 0.7 -0.9 -2.6 -4.1 -5.2 -5.8 -6.3 -6.8 -6.7 -5.5 -4.7 -3.8 -2.5 -0.9 -6.8
M 28 435 385 345 310 285 265 255 255 260 280 310 340 375 420 470 255
M’ 28 420 365 315 280 250 215 190 190 210 245 280 310 345 405 465 190
最低温度 3.4 1.4 0.1 -1.3 -2.7 -4.0 -4.7 -5.4 -6.0 -6.0 -5.4 -4.7 -3.8 -2.7 -1.3 -6.0
M 28 420 370 325 290 260 240 230 230 235 255 285 320 355 405 465 230
M’ 28 415 355 295 240 195 160 150 150 155 190 235 285 320 385 460 150
最低温度 2.6 0.3 -0.9 -2.0 -2.8 -3.9 -4.4 -5.0 -5.6 -5.6 -5.3 -4.7 -4.2 -3.2 -1.7 -5.6
M 28 420 370 330 300 280 260 250 245 250 265 290 325 355 405 460 245
M’ 28 405 345 300 270 235 195 175 175 180 215 255 295 330 385 450 175
最低温度 4.8 2.3 0.4 -1.4 -2.6 -3.5 -4.3 -4.8 -5.3 -5.1 -3.8 -3.0 -2.5 -1.2 0.6 -5.3
M 28 420 365 320 285 260 240 230 230 240 270 300 335 370 415 465 230




九州 阿蘇山 熊本県 -1.7
高山 岐阜県 -1.7
中国 高野 広島県 -1.1

















表 5.4.3 タイプⅡの構造体強度補正値 28S91（普通ポルトランド） 
材齢 28 日までの予想平均気温 θ（℃） -2≦θ＜0 0≦θ＜8 




齢を 35 日および 42 日とする場合の適用可否について確認する。 
前節と同様に 2 つの方法を用いて設計基準強度を得るための必要積算温度と各地点における
材齢 35，42 日の積算温度を求め，それらの関係を表 5.4.4 および図 5.4.2 に示す。また，表 5.4.5
および表 5.4.6 には，代表的な地点における材齢 35 日および材齢 42 日の積算温度の最小値を
示す。 
（1）設計基準強度が得られる材齢を 35 日とする場合 




（２）設計基準強度が得られる材齢を 42 日とする場合 
 タイプⅡに属する全地点において，設計基準強度が得られる材齢を 42 日まで延長すること
で，設計基準強度を得るための必要積算温度を満足することができる。したがって，上記の 68
地点を除く 46 地点では，施工時期に応じて設計基準強度を確保する材齢を 35 または 42 日に
延長する手法で対応可能であることが確認できる。 
 
y = 0.520 x + 236.113 
R² = 0.971 
y = 0.532 x + 193.802 














































材齢 35 日までの積算温度 M35 ,M'35 の年間最
小値（°D･D） 280 185 
114 地点のなかで，M35 ,M'35 が必要積算温度
以上となる地点数（適用可能な地点数） 86 68 
42 日 
材齢 42 日までの積算温度 M42 ,M'42 の年間最
小値（°D･D） 340 225 
114 地点のなかで，M42 ,M'42 が必要積算温度
以上となる地点数（適用可能な地点数） 114 114 
 
表 5.4.4 材齢延⻑する場合の積算温度の関係（28S91＝6N/mm2，普通ポルトランド） 
図 5.4.2 材齢 35 ⽇・42 ⽇における積算温度の年間最⼩値の関係 
【n =112】
材齢 42 日（M'42，M42） 
材齢 35 日（M'35，M35） 
第５章 寒中コンクリート⼯事に影響する気候特性 
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    ：寒中コンクリート適用期間，  ：28 日平均気温が 0℃未満となる期間，  ：M35 または M’35 が必要積算温度を満足できない期間 
表 5.4.5 タイプⅡの代表地点における，材齢 35 ⽇までの積算温度 M35，M'35 の最⼩値と最低気温 
（単位：°D･D，℃，積算温度：5 単位切下げ）
   ：寒中コンクリート適用期間，  ：28 日平均気温が 0℃未満となる期間，  ：M35 < 300°D･D，  ：M’35 < 215°D･D 
上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
最低温度 4.0 2.1 0.6 -0.8 -2.0 -2.7 -3.6 -4.3 -4.5 -4.4 -3.8 -3.4 -2.9 -2.1 -0.5 -4.5
M 35 505 445 395 355 330 310 300 300 310 330 365 405 445 510 575 300
M’ 35 495 425 365 300 255 210 195 195 215 255 305 370 420 495 575 195
最低温度 3.6 1.5 0.2 -1.2 -2.6 -3.5 -4.5 -5.1 -5.2 -5.2 -4.5 -4.0 -3.4 -2.7 -1.2 -5.2
M 35 495 435 385 345 315 295 285 285 295 320 355 395 435 510 585 285
M’ 35 485 415 345 280 230 190 185 185 195 240 290 350 405 490 580 185
最低温度 3.7 0.6 -0.2 -1.9 -3.3 -5.0 -6.3 -6.7 -6.4 -6.6 -5.4 -4.7 -4.2 -2.8 -1.4 -6.7
M 35 500 440 385 340 310 290 290 290 310 330 370 415 455 520 585 290
M’ 35 485 415 340 275 230 195 190 200 225 270 320 375 425 500 575 190
最低温度 2.3 0.3 -0.6 -1.6 -2.6 -3.6 -4.6 -5.3 -5.4 -5.4 -4.9 -4.3 -3.8 -3.1 -1.8 -5.4
M 35 500 450 405 365 335 315 305 305 315 335 360 400 440 500 565 305
M’ 35 480 420 365 315 265 225 210 210 225 265 310 360 405 475 555 210
最低温度 4.3 2.2 1.0 -0.1 -1.3 -2.2 -3.1 -3.7 -3.9 -3.9 -3.4 -3.0 -2.3 -1.4 -0.2 -3.9
M 35 535 480 435 390 360 335 330 330 340 365 395 440 485 555 630 330
M’ 35 530 465 410 350 305 265 250 255 275 310 360 410 465 545 630 250
最低温度 4.2 2.1 0.9 -0.2 -1.4 -2.6 -3.4 -4.0 -4.1 -4.1 -3.7 -3.2 -2.5 -1.7 -0.4 -4.1
M 35 525 465 420 380 350 330 325 325 335 355 390 435 480 550 625 325
M’ 35 520 455 395 335 290 250 235 235 260 300 345 400 455 535 625 235
最低温度 5.1 2.9 1.5 0.3 -0.9 -2.0 -2.7 -3.4 -3.6 -3.6 -3.5 -3.1 -2.6 -1.7 -0.7 -3.6
M 35 550 485 435 395 365 340 335 335 340 355 385 420 455 515 590 335
M’ 35 550 480 415 360 315 275 260 260 270 305 345 385 425 500 585 260
最低温度 5.2 3.2 1.9 0.6 -0.8 -1.9 -2.8 -3.5 -3.9 -3.9 -3.6 -3.2 -2.4 -1.5 -0.4 -3.9
M 35 565 510 455 415 380 355 350 350 350 370 400 440 475 540 615 350
M’ 35 565 500 440 385 340 305 295 295 300 325 360 405 455 530 615 295
最低温度 1.9 -0.5 -2.2 -3.8 -5.3 -6.6 -7.1 -7.7 -8.2 -8.2 -7.1 -6.0 -4.9 -3.7 -2.2 -8.2
M 35 490 430 375 335 305 285 280 285 295 325 370 415 465 530 605 280
M’ 35 460 390 325 270 225 195 190 195 215 260 315 375 430 505 595 190
最低温度 2.7 0.7 -0.9 -2.6 -4.1 -5.2 -5.8 -6.3 -6.8 -6.7 -5.5 -4.7 -3.8 -2.5 -0.9 -6.8
M 35 525 465 415 375 350 325 325 325 335 365 400 445 485 550 610 325
M’ 35 505 435 380 335 295 260 250 255 275 320 365 410 460 530 605 250
最低温度 3.4 1.4 0.1 -1.3 -2.7 -4.0 -4.7 -5.4 -6.0 -6.0 -5.4 -4.7 -3.8 -2.7 -1.3 -6.0
M 35 505 445 395 350 320 300 290 295 305 330 370 420 465 535 610 290
M’ 35 490 420 345 285 235 195 190 190 210 260 315 375 435 515 605 190
最低温度 2.6 0.3 -0.9 -2.0 -2.8 -3.9 -4.4 -5.0 -5.6 -5.6 -5.3 -4.7 -4.2 -3.2 -1.7 -5.6
M 35 505 450 405 370 345 320 315 315 320 345 380 425 470 535 605 315
M’ 35 480 415 365 320 280 240 225 225 245 290 335 390 435 510 595 225
最低温度 4.8 2.3 0.4 -1.4 -2.6 -3.5 -4.3 -4.8 -5.3 -5.1 -3.8 -3.0 -2.5 -1.2 0.6 -5.3
M 35 500 440 385 350 320 295 290 295 315 350 395 440 480 540 600 290
M’ 35 490 415 345 285 235 195 185 195 235 295 355 415 465 535 600 185
九州 阿蘇山 熊本県 -1.7
高山 岐阜県 -1.7
中国 高野 広島県 -1.1


















表 5.4.6 タイプⅡの代表地点における，材齢 42 ⽇までの積算温度 M42，M'42 の最⼩値と最低気温 
（単位：°D･D，℃，積算温度：5 単位切下げ）
上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
最低温度 4.0 2.1 0.6 -0.8 -2.0 -2.7 -3.6 -4.3 -4.5 -4.4 -3.8 -3.4 -2.9 -2.1 -0.5 -4.5
M 42 580 515 460 420 390 370 365 365 380 415 455 510 565 640 720 365
M ’42 565 490 410 340 290 250 240 245 275 330 395 475 540 630 720 240
最低温度 3.6 1.5 0.2 -1.2 -2.6 -3.5 -4.5 -5.1 -5.2 -5.2 -4.5 -4.0 -3.4 -2.7 -1.2 -5.2
M 42 570 505 445 400 370 350 350 350 365 400 445 500 560 645 740 350
M ’42 555 470 385 315 265 230 225 230 260 310 375 455 530 625 735 225
最低温度 3.7 0.6 -0.2 -1.9 -3.3 -5.0 -6.3 -6.7 -6.4 -6.6 -5.4 -4.7 -4.2 -2.8 -1.4 -6.7
M 42 575 505 445 395 370 350 350 360 380 415 465 520 575 655 735 350
M ’42 555 465 380 315 270 235 235 250 290 345 410 480 545 635 725 235
最低温度 2.3 0.3 -0.6 -1.6 -2.6 -3.6 -4.6 -5.3 -5.4 -5.4 -4.9 -4.3 -3.8 -3.1 -1.8 -5.4
M 42 580 520 470 430 395 375 370 375 385 415 450 500 555 630 710 370
M ’42 555 485 415 355 310 270 260 265 290 335 390 455 520 605 700 260
最低温度 4.3 2.2 1.0 -0.1 -1.3 -2.2 -3.1 -3.7 -3.9 -3.9 -3.4 -3.0 -2.3 -1.4 -0.2 -3.9
M 42 620 555 505 460 425 405 400 405 420 450 495 555 615 695 790 400
M ’42 610 535 470 400 350 315 315 315 345 395 455 525 595 690 790 315
最低温度 4.2 2.1 0.9 -0.2 -1.4 -2.6 -3.4 -4.0 -4.1 -4.1 -3.7 -3.2 -2.5 -1.7 -0.4 -4.1
M 42 605 540 490 445 415 395 395 395 410 445 490 545 605 690 785 395
M ’42 595 520 455 385 335 300 295 300 330 380 440 515 585 680 785 295
最低温度 5.1 2.9 1.5 0.3 -0.9 -2.0 -2.7 -3.4 -3.6 -3.6 -3.5 -3.1 -2.6 -1.7 -0.7 -3.6
M 42 635 565 510 460 430 410 405 405 415 440 475 525 575 650 745 405
M ’42 630 545 480 415 360 330 320 325 340 380 430 485 545 635 740 320
最低温度 5.2 3.2 1.9 0.6 -0.8 -1.9 -2.8 -3.5 -3.9 -3.9 -3.6 -3.2 -2.4 -1.5 -0.4 -3.9
M 42 655 590 535 485 450 425 420 420 430 460 500 550 605 685 775 420
M ’42 650 575 505 445 395 365 360 360 370 410 455 515 580 675 775 360
最低温度 1.9 -0.5 -2.2 -3.8 -5.3 -6.6 -7.1 -7.7 -8.2 -8.2 -7.1 -6.0 -4.9 -3.7 -2.2 -8.2
M 42 565 495 435 390 360 340 340 350 370 410 465 525 585 670 760 340
M ’42 530 440 370 310 260 235 235 245 280 340 405 480 550 645 745 235
最低温度 2.7 0.7 -0.9 -2.6 -4.1 -5.2 -5.8 -6.3 -6.8 -6.7 -5.5 -4.7 -3.8 -2.5 -0.9 -6.8
M 42 605 540 485 440 410 395 395 395 415 455 505 555 610 685 765 395
M ’42 575 500 440 385 340 315 315 320 350 400 460 520 585 670 760 315
最低温度 3.4 1.4 0.1 -1.3 -2.7 -4.0 -4.7 -5.4 -6.0 -6.0 -5.4 -4.7 -3.8 -2.7 -1.3 -6.0
M 42 580 515 455 410 375 355 355 360 375 415 470 530 590 675 770 355
M ’42 560 475 390 320 270 235 235 240 275 335 405 485 560 655 760 235
最低温度 2.6 0.3 -0.9 -2.0 -2.8 -3.9 -4.4 -5.0 -5.6 -5.6 -5.3 -4.7 -4.2 -3.2 -1.7 -5.6
M 42 585 520 470 435 405 385 380 385 395 430 480 535 590 675 755 380
M ’42 555 480 420 365 320 285 280 285 310 365 430 495 560 650 745 280
最低温度 4.8 2.3 0.4 -1.4 -2.6 -3.5 -4.3 -4.8 -5.3 -5.1 -3.8 -3.0 -2.5 -1.2 0.6 -5.3
M 42 575 510 450 405 375 360 360 370 395 440 495 550 605 675 745 360

















九州 阿蘇山 熊本県 -1.7
高山 岐阜県 -1.7
中国 高野 広島県 -1.1





る地域（タイプⅡ：28 日平均気温の年間最小値-2～0℃，かつ材齢 91 日までの積算温度の年間




（２） 寒中コンクリート工事の適用期間の日数，材齢 28 日までの予想平均気温によって構造
体強度補正値を定める方法（JASS5 方式）が適用できる日数は，地域によって大きく異な
る。 
（３） 材齢 91 日までの積算温度の年間最小値と日平均気温や材齢 28 日までの平均温度の年
間最小値との関係に相関性が認められる。 
（４） 寒中コンクリート工事に関する気候特性を 3 タイプに分類することで，地域特性や施工
計画上の特徴を表すことができる。 
（５） タイプⅡでは，構造体強度補正値 9N/mm2 の適用範囲を設けることで，全期間に対して
JASS5 方式を適用することが可能になる。 
（６） タイプⅡでは，施工時期に応じて設計基準強度を確保する材齢を 35 日または 45 日に











測式の提案，日本建築学会大会構造系論文集，第 74 巻，第 641 号，pp.1205～1210，2009.7 
3）谷口円，桂修，濱幸雄：氷点下のコンクリート強度増進と温度時間関数に，日本建築学会技
術報告集，第 74 巻，第 640 号，pp.995-1003，2009.6 
4）深瀬孝之，濱幸雄，長谷川拓哉，谷口円，他 15 名：寒中コンクリートに関するアンケート
調査結果 寒中コンクリート施工調査研究委員会報告，日本建築学会北海道支部研究報告集，
第 80 巻，pp.359-362，2007.7 
5）気象庁：平年値（統計期間 1981～2010 年），（CD-ROM），2011.3 
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解説（第 4 版，1998 年）」1）に対応した「寒中コンクリート施工支援システム」の開発を行っ
た 2）3）。しかしながら，2010 年には同指針は第 5 版（以下，寒中指針という）4）に改定され，
調合計画の内容は全面的に変更された。 































































































表 6.3.1 新旧の施⼯計画⽀援システムの相違 
 旧：日本建築学会北海道支部 
コンクリートの調合設計委員会 新：施工計画支援システム 
基本アプリケーション Microsoft Access（データベースソフト） Microsoft Excel（表計算ソフト） 






































強度推定 ・積算温度を用いるロジスティック曲線 ・積算温度を用いるゴンペルツ曲線 
・氷点下域の積算温度（日内変動考慮）

































・91 日間の積算温度 M91 
・28 日間の平均気温 θ 
・35 日間の積算温度 M35 
・42 日間の積算温度 M42  
気象特性データ 
















































る。また，材齢 91 日までの各材齢における圧縮強度と積算温度を表示する。 
















年値-4℃）の 3 種類から選択することとし，設定に対する考え方を明確にする。 
第６章 施⼯計画⽀援システムの開発 
81 
2）換気回数計算用風速は，最新の平年値（統計期間 1981~2010 年）6）を適用して更新する。 























て養生温度が 0℃以上を満足するか，材齢 91 日までに品質基準強度が確保されるかについて合
否判定を行う。 
計算書類として，強度推定計算書，強度推定データ表，積算温度データ表を作成することが




28Sn＝3，6，9 N/mm2 とする 3 種類の調合 














































不良率 50%  
標準仕様書 














図 6.4.4 調合計画のシステム概要 
 84 






















































図 6.4.8 加熱養⽣における計算書類 
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5）公共建築協会：公共建築工事標準仕様書（建築工事編）平成 31 年版，2019.5 
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（３） 既往研究との関係において，フライアッシュセメント B 種における有効材齢方式は乖
離するものの，その他のケースに関しては概ね一致する。 










（２） 基準換気回数は，養生床面積が 100m2 以下の場合に検証結果との差が大きくなる傾向を
示す。 







施工可能となる地域（タイプⅡ：28 日平均気温の年間最小値-2～0℃，かつ材齢 91 日までの積
算温度の年間最小値 840°D･D 以上）の調合計画方法を検討し，以下の知見が得られた。 
（１） 寒中コンクリート工事の適用地域は日本各地に分布し，その適用を受けない地域は限定
的である。 
（２） 寒中コンクリート工事の適用期間の日数，材齢 28 日までの予想平均気温によって構造
体強度補正値を定める方法（JASS5 方式）が適用できる日数は，地域によって大きく異な
る。 
（３） 材齢 91 日までの積算温度の年間最小値と日平均気温や材齢 28 日までの平均温度の年
間最小値との関係に相関性が認められる。 
（４） 寒中コンクリート工事に関する気候特性を 3 タイプに分類することで，地域特性や施工
計画上の特徴を表すことができる。 
（５） タイプⅡでは，構造体強度補正値 9N/mm2 の適用範囲を設けることで，全期間に対して
JASS5 方式を適用することが可能になる。 
（６） タイプⅡでは，施工時期に応じて設計基準強度を確保する材齢を 35 日または 45 日に
延長することで，構造体強度補正値 6N/mm2 を採用することができる。 
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